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１． 課題と視点

　１９８９年１月１日 ，米加自由貿場協定（Ｃａｎ・ｄ・一Ｕ　Ｓ　Ｆ…Ｔ
・ａｄｅ　Ａｇ・ｅｅｍｅｎｔ以

下ＦＴＡと略す）の正式発効によっ て， アメリカ合衆国とカナダとの間の経済関

係は新しい段階に入 った。町Ａは北米大陸の経済統合を促進して両国の径

済・ 産業に大きな影響を及ぽすこと ，またガ ットウルグアイラウソドや目米間
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の貿易交渉に一定のインパクトを与えることから ，わが国でもその内容に関心
　　　　　　　　１）
が寄せられている 。しかし ，わが国でのＦＴＡに関する議論は，協定の紹介や

両国経済全体への影響評価の域にとどまっ ており ，個別の産業部門を取り上げ

てその影響を検討するという作業は，筆者の管見する限りでは行われていない

ようである 。

　本稿の課題は，ＦＴＡの農業関連条項の内容を紹介 ・検討し ，それがヵナタ

の農業 ・農民およぴ農政に及ぽす影響について若干の考察を加えることである
。

そのさい２つの側面に注意を払うことが必要である 。１つは，ＦＴＡがヵナダ

の農業と農政にきわめて大きな影響を及ぽすことである。ＦＴＡの実施によっ

て， カナダ農業を構成する各作目部門間の不均等がきわだ った形であらわれる

とともに。農民層の分解が促進されることはまちがいないであろう 。また，カ

ナダの農業 システムの特色である農産物マーケティング ・ボードや供給管理制

度が大きな変容を被らざるをえないことも ，各方面から指摘されている 。この

側面からすれば，ｍ’Ａの影響評価はヵナダの農業 ・農政の行方を考える上で

不可欠の課題である 。

　いま１つの側面は，農業問題がＦＴＡの交渉における最大の難所の一つだ
っ

たことである ・ＦＴＡでは米加間における関税その他の貿易障壁の撤廃を取り

決めているが，農産物に関しては輸入数量制限やセーフカート措置とい った特

例が少なからず見受けられる。両国間の自由貿易というＦＴＡの大原則が，農

産物貿易には必ずしもストレートに貫徹していない。この点にＦＴＡにおける

農業条項の特殊性をみることができる。その背景として，米加両国がそれぞれ

独自の手法で農業保護や輸出補助金の支出を行ってきたことがある 。アメリカ

の価格支持政策 ・不足払い制 ・ＥＥＰ（輸出促進計画）に対して ，カナタのマー

ケティ■ク ・ホートや穀物運賃補助金。こうした歴史と性質を異にする農業政

策の領域に踏み込めば，両国の農業政策体系の全面的な見直しとなることは必

至であり ，農業条項が「つまずきの石」とな って交渉全体が暗礁に乗り上げる

ことにもなりかねない。そこで，両国の農業保護や輸出補助に関わる問題は部

分的な手直しにとどめ，多くの重要問題の処理を先送りしたのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０２）
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　以上の２つの側面，つまり自由貿易原則の適用によっ てカナダの農業 ・農政

が大きな影響を受ける面と ，自由貿易原則が農業には必ずしもストレートに貫

徹せす一定のモティファイを被らさるを得ない面の両方を念頭において ，上言己

の課題に接近していきたい。ところで，ヵナダの農業 ・農政にたいするＦＴＡ

の影響を考える上で最低限押さえておかねばならないのは次の諸点であろう 。

第一に，ＦＴＡの内容，とりわけ農業関連条項の紹介と検討である 。（２ ・３節）。

第二に，米加間の農産物貿易の動向を明らかにすることてある 。（４節）。 第二

に， ＦＴＡについての連邦政府の影響予測と農業団体 ・加工食品業界の立場 ・

見解を要約することである（５節）。 以上の点を踏まえて ，最後にＦＴＡをめぐ

る議論の焦点を整理して ，今後の見通しについて私見を述べたい（６節）。

　以上が本稿のあらましである 。なお，小論ではＦＴＡがヵナダ農業にいかな

る影響を及ぽすかということに課題を限定している 。アメリヵ側からのＦＴＡ

評価についてはほとんど触れることができなか った。この点は本稿の範囲外に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
あることをあらかじめ断わ っておきたい 。

２． 経過と協定の概要

　（１）協定発効までの経過

　米加両国間の貿易協定については，１８５４年の最初の自由貿易協定調印以来

　　　　　　　　　　　　　　３）
１３０年をこえる歴史的経過がある 。とりわけ，１９１１年の ローリエ政権による協

定締結と総選挙での敗北による挫折，１９４１年の北米武器生産協定，１９６５年の米

加自動車協定の締結は特筆すべき事項であ った 。

　今回のＦＴＡ交渉の直接の前史は，１９８３年当時のトリュドー自由党政権が自

動車協定をモデルとした二国間１脇定についてアメリカと協議を始めたことであ

る。トリュドー政権がこうした動きに出た最大の動機は，アメリカにおける保

護主義の台頭である 。８０年代の初めから ，アメリカ側は相殺関税や反ダンピソ

グ税によっ てカナダの輸出機会を狭めてきた。これに対してカナダ側は，アメ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０３）
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リカ市場へのアクセス機会の拡大や保障について疑問を抱き始め，二国間協定

によっ てアメリカ市場への輸出機会を確保しようとしたのである 。しかし，二

国間協定の対象となる産業部門の特定が難しいため，この時の両国政府の協議
　　　　　　　　４）
は不調に終わった 。

　トリュドーの後を受けたマルルー二 首相（進歩保守党）は，野党時代に自由

貿易協定反対を表明していたが，政権についてからは態度を１８０度転換する
。

１９８５年３月
，マルルー二 は初めてアメリカのレーカ：■大統領と会談し，両国間

の貿易自由化交渉にはいることで合意した。半年後，両首脳は書簡を交換して ，

「財 ・サ ービスの貿易に対する諸障壁を相互に利益になるように削減する ，可

能な限り最も包括的な新貿易協定」の交渉に向けて，両国政府が努力すること

を確認した。その後，両国代表による２年間の交渉の結果，１９８７年１０月４日両

国代表が自由貿易協定に大筋で合意し，８８年１月にレーガン ・マルルー二 両首

脳が協定本文に調印した 。

　ＦＴＡは，調印後１年以内に両国の議会で批准してから発効することを取り

決めている。そこで次に議会における批准審議が焦点とな った。アメリカ議会

の批准審議は大きな問題もなく通過した，というよりアメリカ国内ではさほど

大きな議論を呼ぴ起こさなか った。これにたいして，ヵナタ側ではＦＴＡ批准

の是非をめくっ てまさに国論を二分する大論争が繰り広げられた。連邦議会下

院は与党が圧倒的多数を　　　　　　　表１　１９８８年１１月の総選挙結果

占めており ，８８年８月に

ｒＴＡを批准した。しか

し， 任命制の上院では協

定反対の野党自由党が多

数を占めており ，マル

ルー二 政権は１１月に下院

の総選挙を行い，町Ａ

にたいする民意を問うこ

とで局面の打開を図 った

議席数 得票率（％）

ＰＣ Ｌｉｂ ＮＤＰ ＰＣ Ｌｉｂ ＮＤＰ

合　　　計 １６９ ８３ ４３ ４３ ３２ ２０

大西洋岸
１２ ２０ ０ ４１ ４６ １１

ケ　ベ　 ッ　ク ６３ １２ ０ ５３ ３０ １４

オンタ　リオ ４６ ４３ １Ｏ ３８ ３９ ２０

マ　 ニ　ト　バ ７ ５ ２ ３７ ３７ ２１

サスカチ ュワン ４ Ｏ １Ｏ ３６ １８ ４４

アルバ ー　タ ２５ Ｏ １ ５２ １４ １７

ＢＣ １２ １ １９ ３５ ２０ ３７

準　　　　州 ０ ２ １ ３０ ３０ ３７

注）ＰＣ＝進歩保守党，Ｌ１ｂ＝自由党，ＮＤＰ＝ 新民主党

資料）Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｍｄｕｃｅｒ，Ｄｅｃ，１．１９８８

　　（６０４）
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のてある 。総選挙の結果は表１の通りてある 。進歩保守党は１６９議席と前回に

比べて議席を大きく減らしたが，過半数を確保して引続き政権を担当すること

にな った。協定反対の自由党と新民主党の議席を合わせても１２６であり ，この

結果から上院においてもＦＴＡの批准は確定的とな った。とはいえ，得票率で

は進歩保守党の４３％にたいして ，自由党と新民主党の合計は５２％て ，これを上

回っ ている 。この選挙の最大の争点であ ったＦＴＡに対する賛否という点では ，

ＦＴＡ反対の野党か得票の過半数を占めた。小選挙区制という要因もあ って議

席数ては進歩保守党か過半数を確保したか，投票結果に示されたカナタ国民の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
意向はＦＴＡの実施の過程で微妙な影響を及ぽして行くものと思われる 。

　かくしてＦＴＡは８９年１月に正式に発効した。次項ではＦＴＡの条項につい

てその骨子を紹介しよう 。

　（２）自由貿易協定の概要

　協定本文は全８部２１章からな っており ，付則も含めて３００ぺ 一ジ以上の大部

なものである 。ここではカナダ外務省発行の解説にもとづいて ，その要点と特

　　　　　　　　　　　６）
徴を述べることにしよう 。

　まず冒頭で，両国政府がガ ット２４条にもとづいて自由貿易地域を設立するこ

とを述べたうえで，ＦＴＡの目的として次の５点を揚げている 。１）両国間の商

品・ サービスの貿易に対する障壁の除去，２）自由貿場地域内の公正な競争条

件の育成，３）投資条件の自由化推進，４）紛争解決のための効果的手段の確立 ，

５）一国間及ぴ多国間の協力を推進するための土台を据えること（ＦＴＡ１０２条）。

そして，「農業を含むすべての経済部門の自由化」を行う点で，これまでのい

かなる自由貿場協定よりも包括的な性質を持つと述べている 。

　ＦＴＡの第一の特徴は，発効から１０年間でアメリヵとヵナダの間の関税，輸

入数量制限，その他の制限的措置を撤廃することである（４０１条）。 関税撤廃へ

のスケジ ュー ルは品目によっ て， 即時，５年後，１Ｏ年後の３段階に分けられて

いる 。農産物に関して言えぼ，豚肉の一部 ・飼料 ・イースト ・ウィスキー は８９

年１月から即時撤廃，その他の農産物は毎年１０％ずつ関税率を下げて１９９８年ま

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０５）
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でに撤廃ということにな っている 。協定発効前でも米加間の貿易の４分の３以

上は関税がゼ ロであり ，その限りでは米加間の貿易自由化は以前から相当進ん

でいたのであるが，これが協定に特別の定めがあるものを除いて１９９８年までに

関税や輸入数量制限が撤廃される 。また，アメリカが徴収している税関手数料

（輸入額のＯ．１７％）も１９９４年までになくすことにな っている 。

　とはいえ，輸入数量制限の撤廃については，いくつかの例外を認めている 。

一つは，ガ ットのウエイバー（自由化義務免除）をすでに取得している品目であ

る。 例えば，アメリカの酪農品，ピーナ ッツ ，綿など１４品目や，カナダの丸太
　　　７）
である 。もう一つは，国内の供給管理計画または価格支持計画の対象とな って

いる農産物について，これらの計画の運営に必要な場合は，輸入数量制限の適

用を認めていることである 。数量制限撤廃の例外は農産物関係に多いのである

が， ＦＴＡ交渉においてはこの問題の解決を先送りして，ヵ ソトウルクァイラ

ウンドでの農産物交渉の成行きに委ねたといえよう 。

　第二の特徴は，サ ービス 貿易，投資，金融とい ったガ ットの対象外の分野に

も踏み込んでいることである 。サ ービス貿易では，大半のサ ービス 部門につい

て内国民待遇の原則を拡大して，両国のサ ービス業者を同等に取り扱うことを

規定している（１４０２条）。 この条項が適用されないのは，交通，電話，医師，歯

科医，弁護士，政府か供給する保健 ・教育 ・杜会サ ーヒスなとである 。投資で

は， 新企業設立に当た って内国民待遇を適用すること ，アメリカ企業がカナダ

で会杜を取得するときの投資額の上限を引き上げること（ただし石油 ・ガス ・ウ

ラニウムには適用されない）等を規定している（１６０２条および１６０７条）。 これらの措

置を通じて，両国間の投資の自由化を進めることをめざしている 。ＦＴＡの目

標は商品貿易の自由化だけにとどまらず，サ ービス ・投資 ・金融を含めた北米

経済全体の統合化にあるといえよう 。

　第二の特徴は，両国間の紛争解決方法を規定していることである 。８０年代に

入っ てから，主としてアメリカ側からカナダの輸出品に対して反ダンピング税

や相殺関税か相次いで適用され，両国間の貿易紛争が絶えなか った。例えぱ ，

カナダからの輸出が伸びていた豚（生体）にたいして，アメリカの生産者が不

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０６）
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公正貿易慣行の提訴を行い相殺関税を適用された。その結果，カナダからの豚

（生体）の輸出は１９８６年に半減し ，８７年にはさらに３割減少するという憂き目

　　　　　　　８）
に会 ったのである 。

　協定は１９章で「反ダソピノグ税及び相殺関税における二国間紛争の解決」を

取り上げ，紛争解決のための二国間バネルの設置を盛り込んでいる（１９０４条）。

つまり ，相手国による反ダノピング税または相殺関税の適用を不服とする政府

は， 二国間ハ不ルての審査を申し立てることかてきる 。二国間ハ不ルは反タノ

ピング税または相殺関税の適用が国内法規に照らして適正であるか否かを審査

し， その適用か誤っていると判断すれは当該国の管轄官庁に差し戻して，新た

な決定をするよう求めることができる 。なお，パネルの構成員は５名で，アメ

リカ ・カナダ双方から２名ずつ指名し ，残りの１名は両国の合意で選ぶことに

なっ ている 。こうした紛争処理機関の設置は，カナダ側が交渉に当た って強く

求めていたものであり ，その限りではアメリカヘの輸出アクセスを確保すると

いうカナダ側の目漂の一部は達することができたといえる 。

　だが，ここでも積み残された問題は少なくない。両国政府は，ダンピングや

補助金についての共通の基準作りを目指していたが，合意に達することができ

ず， ７年後を目標としてダノピングと補助金問題についての新しい基準を作る

よう協力するにとどまっ た（１９０７条）。 カナダ政府の解説によれぼ，「双方は新

しい仕組みを作ることが複雑な課題で，もっと時間を掛けることが必要である

　　　　　　　　　　　９）
ことを認めた」のであ った。それまでの期間の対策として ，先の二国間パネル

の設置か盛り込まれたのてあるか，そこての審査基準は当該国の国内法規に照

らして適正であるか否かである 。両国が合意する共通の基準作りは，はるか先

のことである 。二国間バネルの設置はアメリカの保護主義に対する一定の歯止

めとなることが期待されているが，だからとい ってこれで両国間の貿易紛争が

一路解決に向かうとは単純に考えられない。「自由貿易協定は発効したが貿易
　　　　１０）
紛争は続く」のであろう 。

　以上のように，ＦＴＡは従来の自由貿易協定にみられない条項 ・内容を含ん

ているか，他方農産物なとの輸入数量制限や貿易紛争の審査基準作りとい った

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０７）



　２３８　　　　　　　　　立命館経済学（第３８巻 ・第４ ・５号）

点では，両国間の懸案事項の解決を先送りし，現状追認にとどまっ ている場合

も少なくない。そこで ，節を改めて，農業関連条項に即して以上の点を検討す

ることにしよう 。

３． ＦＴＡの農業関連条項

　先に述べたように，ＦＴＡでは発効から１０年問でアメリカとカナダの間の関

税， 輸入数量制限，その他の制限的措置を撤廃することを取り決めている

（４０１条）。 これは商品貿易についての　般規定であるが，この総論に対して各

論というべきものが協定の７～１０章で規定されている 。農業，ワイン及び蒸留

酒，工不ルギー 自動車部品がその内容で，いずれも種 々の事情から総論的規

定だけでは処理できないものである 。

　マルル ー二 政権はＦＴＡの交渉にあた って ，農業について次の３つの目標を

掲げていた。１）アメリカ市場への農産物輸出アクセスの改善，２）現在の輸出

アクセスの確保，３）カナダの現行の農業政策手段の維持，とくに農産物マー

ケティ：／ク ・ホートや供給管理制度の維持である 。これらの目標が協定の農業

関連条項にどのように具体化されているであろうか。以下では，協定第７章の

農業関連条項の内容をやや詳しく紹介して，この問題を検討するための材料を
　　　　１１）
提供したい 。

　７０１条は，米加問の農産物貿易におげる輸出補助金の廃止を規定している 。

これに関連して ，カナダが西海岸の港湾経由でアメリカヘ穀物を輸出する場合

は， 鉄道運賃補助をしないことか盛り込まれている 。なお，米加以外の第３国

向げの農産物輸出に輸出補助金を使うのは認められているが，協定相手国の輸

出利益を考慮に入れることとしている 。

　７０２条は，生鮮果実と野菜に関する特別規定である 。カナダは協定発効後２０

年間は，生鮮果実と野菜に臨時関税を課すことができる 。アメリカからの果

実・ 野菜の輸入増加によっ て価格が低下した場合に，カナダ側の生産者に与え

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０８）
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る打撃を緩和するための措置である 。臨時関税を課すためには，作付面積が過

去５年間の平均を下回 っていることが必要である 。

　７０３条は農産物貿易の市場アクセスを互いに改善することを　般的に述へて

いるが，それに続く７０４～７０７条で，食肉，穀物，家禽 ・卵，砂糖製品の市場ア

クセス改善を取り扱 っている 。

　７０４条は，米加間の牛肉貿易について ，食肉輸入法に基づく輸入数量制限な

との措置をとらないとしている 。カナタの牛肉生産者は，これまでアメリカの

食肉輸入法による輸入規制や自主規制によっ て輸出を妨げられてきた。この制

限を取り払 って ，両国間の牛肉の自由貿易を保証することか７０４条の眼目であ

る。 ただし ，米加以外の国に食肉輸入法を適用することは認められており ，そ

の場合には両国間て協議することにな っている 。

　７０５条はアメリカの穀物価格支持水準がカナダのそれと同じにな った場合に

は， カナダは小麦 ・オーツ ・大麦の輸入許可を免除するとしている 。カナダで

は， 連邦政府機関である小麦ポートか上記の穀物の輸出入を一元的に管理して

おり ，価格支持水準同等という条件を満たせばアメリカ産穀物には小麦ボード

の輸出入規制を適用しないということである 。価格支持計画の変更によっ て輸

入が著しく増えた場合には，双方とも穀物輸入に規制を課す権利を留保してい

る。

　７０６条は，カナダが鶏肉 ・七面鳥 ・卵に課している輸入割当制を維持し ，割

当数量を過去５年間の平均水準に設定している。これらはカナダが国内の供給

管理計画のもとで，生産調整によっ て価格を支持している品目であり ，そのた

めに輸入数量制限を続けることが協定に盛り込まれた 。

　７０７条は，アメリカが輸入数量制限をしている砂糖製品（含有率１０％以下）に

ついて ，カナダを輸入数量制限の対象から免除している 。

　７０８条は，技術的規制から生じる障壁の削減を規定している 。数年以内に技

術的規制を一致させるよう努力すること ，両国は「国境開放政策」を追求する

ことがその主な内容である 。

　７１０条は，協定に特別の定めのないかぎり ，両国は農産物　食品に関するカ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０９）
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ヅトの権利と義務を保持するとしている 。したか って ，アメリカがすでに取得

しているウエイバーも ，７０７条の砂糖製品を別とすれば保持される 。酪農品の

輸入数量制限が維持されるのはこのためである 。またガット１１条に従 って ，国

内で生産調整を行っている品目も輸入数量制限を続けることが認められている 。

　以上が協定の農業関連条項のあらましである。これを概観してまず疑問か生

じるのは，一方での米加間の農産物貿易の自由化，輸入障壁の撤廃と ，他方で

の現行の農産物マーケティング ・ポードや供給管理のもとでの輸入数量制限が

両立しうるのかということである 。国内での農産物供給管理や価格支持は，輸

出入の規制 ・管理なしにはうまく機能しないのである 。米加間で関税その他の

輸出入障壁を撤廃するというＦＴＡの大原則は，米加それぞれの国内農業政策

と矛盾をきたすことは必至であり ，この点をどう処理するかということが交渉

に当た っての一つの焦点であ った。その結果できた協定は，価格支持や供給管

理に関わる輸入規制の現状を基本的に維持しており ，４０１条の自由化原則を直

接に適用していない。難問は先送りされ，最終的な決着は米加間交渉の第２ラ

ウ１／ド以降に委ねられた。ただし，カナダ小麦ボードの穀物輸入許可は，米加

両国の価格支持水準が同じという条件のもとでこれを免除することとしており
，

現行の輸出入規制に変更を加えるものとな っている 。

　カナタ側からみたもう一つの焦点は，両国間の貿易紛争を解決し，輸出を安

定的に確保できるか否かということであ った。米加間の牛肉貿易に対して食肉

輸入法を適用しないことを盛り込んだのは，カナダ側からみれぱ一つの成果で

あっ た。 しかし，豚に対する相殺関税に何の言及もなく ，相殺関税を課されて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
いる現状か追認されたことは，カナタの豚肉生産者の失望を呼ぴ起こした。結

局， 豚に対する相殺関税問題は，新設される一国間バ不ルての審査によるしか

解決の方法はないのであり ，「輸出アクセスの確保」というカナダ政府の目標

が協定によっ て実現できるとは言い難いのが実状であろう 。

　ＦＴＡは，米加両国の国内農業政策や輸出入規制の一部に変更を迫る側面を

もっ ているが，同時に多くの懸案を積み残したままであ って ，未解決の問題が

今後どう処理されていくか，なお動向を注視して行かねばならない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１０）
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＜補注＞農産物マーケティソグ ・ポードについて

　カナダの農産物マーケティソグ ・ボードの取り扱いがＦＴＡの一つの焦点に

なっ たことは，小論で述べた通りである 。以下では，マーケティング ・ボード

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
について最小限必要な説明を加えておきたい。マーケティング ・ボードとは ，

特定の農産物の販売活動を行うために，法律にもとづいて設立された，生産者

が支配する強制的 ・水平的販売組織である 。「強制的」というのは，一定の地

域において対象となる農産物を生産するすべての農場は，ボードの販売計画の

規制にしたがうことを法律によっ て義務づけられるからである 。「水平的」と

いうのは，ポードは特定の販売計画に参加するすべての農場の生産物を管理す

るからである 。

　マーケティノグ ・ポードは，州単位または連邦単位で政府の認可によっ て設

立されるか，　般に，設立には生産者の３分の２以上の支持か必要である 。

ボードの目的は次のようなものである。１）生産者の所得の増加または維持 ，

２）農産物価格の維持，３）販売量の増加を促すこと ，４）農産物販売条件の

標準化，５）生産物の品質改善。マーケティノグ ・ポードは，対象とする農産

物によっ ていくつかの類型に分けられるが，多くのポードは生産と販売におい

て割当（ｑｕＯｔ・）を設定している 。これによっ て需給を調整し ，価格形成に影響

を及ぽすことがポードの特徴である 。また，これと関連して ，各州間の農産物

流通及び輸出を管理する権限をもっ ている 。

　１９７８～７９年に，マーケティング ・ポードを通じて販売された農産物は全農産

物販売額の５４％を占め，とくにボードの比率が高い品目は酪農品（１ＯＯ％），家

禽（９３％） ，卵（８６％），穀物（８５％）であ った。これらの品目は，いずれも全国

規模のマーケティング ・ボードの対象とな っている 。反対に，ボードの比率が

低い品目は牛（０％），油料種子（１６％），野菜（３３％）である 。以上のことから ，

「マーケティノグ ・ポードはカナダにおける農産物販売制度の主要な形態であ

る」といわれている 。

（６１１）



２４２ 立命館経済学（第３８巻 ・第４ ・５号）

４． 米加問の農産物貿易構造

　（１）米加間貿易の概観

　ＦＴＡがヵナダ農業に及ぽす影響を検討するためには，その前提として米加

間の農産物貿易の動向とそれを規定する諸要因を述へなげれはならない。まず

始めに，米加間の貿易全体の動きを見ておこう（表２）。 ７０年代末以降玩在に

至るまで一貫してカナダの出超が続いているが，とくに８２年をさかいにカナダ

の対米貿易黒字が急激に拡大している。カナタの対米貿易黒字は，８１年の３７億

ドルから８４年の１９７億ド　　表２　ヵナダの対アメリヵ貿易（単位
：億ヵナダドル）

ルヘと３年間に５倍以上

に拡大したのである 。こ

うした対米貿易黒字の急

激な拡大の一番の要因は

為替 レートの変化，つま

りＵＳドル高，カナダド

ル安であ った。表３に示
　　　　　　　　　　　　　　資料）Ｆｍｋ　ＲＧ　ｎｔｅ ，Ｉｎ　Ｂｅｄ　Ｗ１ｔｈ　Ｔｈｅ　Ｅ１ｅｐｈａｎｔ

’， ｍ　Ｒ　Ｊ

したように，１９８０年から　　　　 Ｔｈ．ｍ。。叫Ｔｈ．ｍ、、 Ｈｙｃ１，ｋ、。ｄ　Ｊ
．ＫＡ、。。、。、（、仙ｃ、。、ｄ、、。

　　　　　　　　　　　　　　　
ｔｈ

ｅ　Ｃｒｏｓｓｒｏａｄｓ： Ｅｓｓａｙａ　ｏｎ　Ｃａｍｄｉｍ　Ｐｏ１ｉｔｉｃａ１Ｅ
ｃｏｍｍｙ

，１９８８
，

８５年までの間にカナダド　　　　 ｐ． ６ａ

ルの対ＵＳドルレートは１５％下が っている 。

　カナタの対米貿易のいま一つの特徴は，アメリカ依存度がきわめて高いこと

である 。１９８５年でアメリカ向げの比重は輸出の７９％，輸入の７２％を占めている 。

他方，アメリカにとっ て対カナダ貿易の比重は，輸出の２２％，輸入の２０％であ

る。 カナダにとっ ての対米貿易の位置づけは，アメリカにとっ ての対カナダ貿

易のそれと比較にならないほど大きいのである 。

輸　出 輸　入 収　支
為替 レート

（ＣＡＮ＄／ＵＳ＄）

１９７８ ３７８ ３４８ ３０ １． １４

７９ ４５１ ４４５ ６
１． １７

８０ ４９０ ４７４ １６ １． １７

８１ ５６５ ５２８ ３７ １． ２０

８２ ５８４ ４７１ １１３ １． ２３

８３ ６６７ ５２６ １４１ １． ２３

８４ ８５４ ６５７ １９７ １． ２９

８５ ９４６ ７４１ ２０５ １． ３７

（６１２）
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　（２）　カナタの農産物貿易の動向

　次にカナダの農産物貿易全体の動きを見よう 。農産物の輸出総額は１９８３～８７

年平均て９２億トル，農産物輸入総額は同期間て６１億トルと大幅な黒字にな って

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
いる 。全商品貿易に占める農産物の比率は，輸出で８．３％，輸入で６．１％である 。

カナダの貿易全体に占める農産物の比率は必ずしも高くないが，この期間の貿

場黒字額か平均９４億トルてあ ったことからみて，農産物の貿場黒字３１億トルは

カナタの貿易黒字に大きな貢献をしているといえよう 。

　表３はカナダの農産物貿易の推移を全体と対アメリカに分けて示したもので

ある 。農産物貿易全体としては一貴して大幅な黒字か続いている 。とくに黒字

額が大きか ったのは１９８２～８４年で，毎年４０億ドル以上の出超を記録している 。

８５年以降は輸出か減少し，黒字幅は２０億トル台へと縮小している 。その最大の

原因は農産物輸出の半ぱ近くを占める穀物輸出の落込みである 。

　農産物貿易全体の動向とは逆に，カナダの対アメリカ農産物貿易は一貫して

大幅入超であるが，８０年代に入 ってから赤字幅は急激に縮小してきた。対米農

産物貿易の赤字は８１年に２０億ドルを記録したが，８５年には１Ｏ億ドルヘと半減し

ている 。８０年を１００とすると８７年の輸出は２５６，輸入は１３３と ，８０年代におげる

　　　　　　　　　　　　　表３ 　農産物貿易の推移　　　 （単位：１００万カナダドル）

農産物貿易総計 対ア　メ　リ　カ アメリカの止ヒ率（％）

輸　出 輸　入 収支差額 輸　出 輸　入 収支差額 輸　出 輸　入

１９７５ ３， ９２４ ２， ８９２ １， ０３２ ４９０ １， ５９３ 一１ ，１０３ １２ ．５ ５５ ．１

７６ ３， ９５２ ３， １３３ ８１９ ５７２ １， ８３２ 一１ ，２５８ １４ ．５ ５８ ．５

７７ ４， ２６０ ３， ５５７ ７０３ ６９５ ２， ０４７ 一１ ，３５２ １６ ．３ ５７ ．５

７８ ４， ７１２ ４， ０１６ ６９６ ７８２ ２， ３０２ 一１ ，５２０ １６ ．６ ５７ ．３

７９ ６， ０４７ ４， ６８２ １， ３６５ １， ００７ ２， ６７８ 一１ ，６７１ １６ ．７ ５７ ．２

８０ ７， ７８６ ５， １２８ ２， ６５８ １， １１３ ２， ９１６ 一１ ，８０３ １４ ．３ ５６ ．９

８１ ８， ７８３ ５， ６１０ ３， １７３ １， ２６０ ３， ２６４ 一２，００４ １４ ．３ ５８ ．２

８２ ９， ３０４ ５， ０５６ ４， ２４８ １， ６０６ ３， ０６０ 一１ ，４５４ １７ ．３ ６０ ．５

８３ ９， ５０５ ５， １８５ ４， ３２０ １， ７３６ ３， １１８ 一１ ，３８２ １８ ．３ ６０ ．１

８４ １０ ，３２３ ６， １１２ ４， ２１１ ２， ２３５ ３， ６１０ 一１ ，３７５ ２１ ．７ ５９ ，１

８５ ８， ８８８ ６， Ｏ１７ ２， ８７１ ２， ４２９ ３， ４３１ 一１ ，００２ ２７ ．３ ５７ ．０

８６ ８， ４０１ ６， ６０７ １， ７９４ ２， ６６０ ３， ６３８ 一９７８ ３１ ．７ ５５ ．１

８７ ８， ８８６ ６， ７６７ ２， １１９ ２， ８４８ ３， ８９１ 一１ ，０４３ ３２ ．１ ５７ ．５

資料）Ａｇｒｌｃｕ１ｔｕｒｅ　Ｃ　ｄ ，Ｃａｎａｄａ ’ｓ血ａｄｅ　ｈ　ａｇｒｉ　ｌｔ甘１ｐｒｏｄｕｃｔｓ１９８５１９８６ｍｄ１９８７

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１３）
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対米農産物輸出の増加が目立っている 。したが って ，カナダの農産物輸出全体

に占めるアメリカの比率は８０年の１４．３％から ，８７年の３２．１％へと大幅に上昇し

た。 農産物輸入全体に占めるアメリカの比率は５７．５％で（１９８７年），この数字は

７０年代後半以降ほとんど動いていない 。

（３）米加間の農産物貿易構造

カナタの対米農産物輸出の特徴は，生きた家畜と畜産物か４割以上を占めて

図１

その他（２５

カナダからアメリカヘの農産物輸出

　　　１９８７年（％）

　　　　　　　　穀物および同製品（１２
．４）

　　　　　　　　　　家畜飼料（４
．Ｏ）

　　　　　　　　　　　油料種子及び同製品
　　　　　　　　　　　　　　　　　（４

．３）

　　　ポテト（２ ．６）

野菜（ポテトを除く）
　　　　　　　（３

．６）

果実／ナ ッツ（３８）

生きた家畜／畜産物（４３ ．５）

いることである（図１）。

これについで多いのは穀

物・ 同製品（１２．４％）で

ある 。１９７０年代中頃と玩

在を比較すると ，対米農

産物輸出の構成がいちじ

るしく変化していること

がわかる 。表３は，輸出

額の多い順に上位１０品目

を取り出して示したもの

表４　対米農産物輸出の構成（上位１０品目）

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：％）

１９７５年 １９８７年

１．

穀　　物
１２ ．２％ １．

豚　　肉
１８．７％

２．

穀物製品
１１ ．８ ２．

生きた家畜 １０ ．０

３．

生きた家畜 １１ ．５ ３．

穀物製品
７．

０
４．

他の畜産物 １０ ．７ ４．

牛　　肉
６． ４

５．

家畜飼料
７． ８ ５．

他の畜産物
５．

０
６．

豚　　肉
４． ８ ６．

穀　　物
４．

９

７．

果　　実
３． ８ ７．

コーヒーなど ４． ２

８．

野　　菜
３． ３ ８．

家畜飼料
３． ８

９．

油料種子
３１ ３ ９．

果　　実
３． ６

１０

．砂　　糖
３．

Ｏ １０

．野　　菜
３．

５

注）野菜にはポテトを含まない。果実にはナッツ を含む 。

資料）表３に同じ 。

　　　（６１４）
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である 。まず目を引くのは，豚肉輸出の急増である 。対米農産物輸出に占める

豚肉の比率は４．８％（７５年）から１８．７％（８７年）へと上昇し ，順位では６位から

１位へと躍進を遂げている 。また，牛肉も同じ期間に２．９％（１１位）から６．４％

（４位）へと構成比を高めている 。生きた家畜は１１ ．５％から１０．Ｏ％とやや比率

を下げているが，順位では豚肉に次いで２位を確保している 。豚肉 ・牛肉 ・生

きた家畜の合計てみると ，７５年の１９２％から８７年の３５１％へと構成比をいちじ

るしく高めている 。これに対して ，穀物 ・穀物製品 ・家畜飼料 ・油料種子は構

成比の低下が目立 っており ，以上の４品目の合計は７５年の３５．１％から８７年の

１６．９％へと下が っている 。この間に，対米農産物輸出の主力が穀物などから食

肉・ 家畜へと！フトしたことは明らかである 。

　そこて ，豚肉 ・牛肉 ・生きた家畜の対米輸出の動きを見ることにしよう（図

２）。 豚肉の輸出が一貫して伸びているのに対して ，生きた家畜の輸出は８４年

を境にしてこれ以降急激に落ち込んでいる 。アメリカがカナダの豚（生体）輸

出に対して相殺関税をかけたために，豚（生体）輸出が激減したことが響いた

のである 。生きた豚の輸出が不利にな ったので，カナダ側は豚肉の形で輸出を

図２　 カナダからアメリカヘの輸出

　　　　　家畜 ・食肉

　６０
万
カ

ナ５０

ダ

ド４０

ル

　３０

２０

１０

１９７５－７９　１９８０　　１９８１　　１９８２　　　１９８３　　１９８４　　１９８５　　１９８６　　１９８７

一生きた家畜一牛肉…豚肉

資料）表３に同じ 。
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増やしたといえよう 。牛肉輸出も８５年以降頭打ちにな っているが，これは対米

輸出自主規制を強いられたことの結果である 。こうして，生きた家畜輸出の急

減， 牛肉輸出の頭打ちの中で，豚肉輸出のみが伸びてきたのが８７年までの状況

である 。８９年に入 って ，アメリカは生きた豚への相殺関税をポンド当り４．４セ

ントから２．２セントヘと半減させたが，他方でカナダからの豚肉輸入にポンド
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）当り３．５セントの関税賦課を通告しており ，今後の輸出への影響が注目される 。

　次にカナダがアメリカから輸入している農産物に移ろう 。アメリカからの農

産物輸入の特徴は，果実と野菜が全体の約４割を占めていることである（図

３）。 また，生きた家畜 ・畜産物も１６％に達している 。輸出と同じように，７５

年から８７年までの期間の農産物輸入の構成変化を示したのが表５である 。輸入

の場合は順位の大きな変動はみられず，果実，野菜がそれぞれ１ ・２位を占め

ている 。この両者を合わせた構成比は，３２．４％から４０．３％へと上昇しており ，

アメリカからの農産物輸入の中で，果実と野菜の比重が高くな っていることが

わかる 。

　輸出から輸入を引いた対米収支差額について，出超 ・入超それぞれの上位５

　　　　図３　 アメリカからの農産物輸入

　　　　　　　　　１９８７年（％）

　　　　　　　　　　　　穀物および同製品（７
．８）

　　その他（２１５）　　　　　　家畜飼料（２４）

　　　　　　　　　　　　　　　　油料種子及び同製品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１ ．４）

ポテト（１３）

一ト
生きた家畜／畜産物

　　　　　（１６ ．Ｏ）

果実／ナ ノノ（２３ ．９）

資料）表３に同じ 。

（６１６）
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品目を示したのが表６で　　　　表５　対米農産物輸入の構成（上位１０品目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：％）

ある 。黒字幅か大きいの

は豚肉と生きた家畜で ，

穀物（及び同製品）がこ

れに続いている 。豚肉は

１９７５年に約５千万ドルの

入超であ ったのが，８７年

には約５億、２千万ドルの

出超にな った。赤字幅が
　　　　　　　　　　　　　　庄）表４に同じ 。

大きいのは果実と野菜，　　 資料）表３に同じ 。

そして油料種子製品（半　　　表６　米加間農産物貿易の収支差額（上位５品目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：万カナダドル）

分以上が大豆カス）であり ，

この順位は７５年と同じで

ある 。

　これまで述べてきた米

加間の農産物貿易の特徴

をまとめれば，次のよう

になるであろう 。第一に ，

米加間の農産物貿易の基

本パターンは，カナダか
　　　　　　　　　　　　　　庄）１９７５年は，黒字は４品目しかなか った 。

ら家畜と食肉を輸出して ，　　 資料）表３に同じ 。

アメリカから果実と野菜を輸入するというものである 。これは，ラスクとオル

トマン が指摘するように，アメリカ国内での伝統的な地域間流通パター１／とほ

とんと同じ形てある 。つまり ，北からは家畜と肉か，南からは果実と野菜か出
　　　　　　　　１６）
荷されるのである 。

　第二に，農業生産費を比較すると ，カナタか優位にあるのは家畜，牛肉，豚

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
肉であり ，アメリカが優位にあるのは，果実，野菜，酪農，家禽 ・卵である 。

米加間の農産物貿場のハターノは，基本的にこうした品目別の競争力の違いを

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１７）

１９７５年 １９８７年

１．

果　　　実 １９．８％ １．

果　　　実 ２３．５％

２．

野　　　菜 １２ ．６ ２．

野　　　菜 １６ ．８

３．

油料種子製品
８． ４ ３．

他の畜産物
７．

４

４．

穀　　　物
８． ３ ４．

油料種子製品 ７． ４

５．

油料種子
８． ０ ５．

コーヒーなど
４．

５

６．

コーヒー など ５． ５ ６．

牛　　　肉
３１ ８

７．

他の畜産物
５． １ ７．

穀物製品
３． ５

８．

豚　　　肉
４． ８ ８．

家畜飼料
３．

１

９．

生きた家畜
３． ２ ９．

家禽 ・卵
３． １

１０

．砂　　　糖
２． ８ １０

．生きた家畜
３． ０

１９７５年 １９８７年

農産物合計 一１１０．３３１

農産物合計
一１０４ ，２８３

１．

穀物製品
２， ３６３ １．

豚　　　肉
５１ ，８６６

２．

生きた家畜
５２０ ２．

生きた家畜
１６ ，９４６

３．

メープル製品 ５１７ ３．

穀物製品
６， ３８２

４．

家畜飼料
４５２ ４．

穀　　　物
５， ７５０

５．

タ　バ　　コ
４， ２７０

１．

果　　　実 一２９ ，７０５ １．

果　　　実 一８１ ，０６２

２．

野　　　菜 一１８ ，４３３ ２．

野　　　菜 一５５ ，３８０

３．

油料種子製品 一１３ ，１１３ ３．

油料種子製品 一２０ ，３３２

４．

油料種子
一１Ｌ１９０ ４．

他の畜産物 一１４ ，５０８

５．

コーヒーなど 一８，３５６ ５． 家　禽 ・　卵 一８，５５６
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反映している 。第二に，最近の為替 レートの変動はカナタの市場競争力を強化

し， その結果カナダの対米農産物貿易収支は改善している 。８０年代のＵＳドル

高・ カナタトル安は，カナタからの家畜，牛肉，豚肉の輸出を促進した。とは

いえ，この為替 レートの動きが今後どうなるかは不透明である 。第四に，両国

間の農産物貿易に影響を及ぽすいま一つの要因は，農業保護や相殺関税，反タ

ノピンク税とい った制度的要因である 。アメリカの相殺関税によっ て， カナタ

の豚（生体）輸出カ痛手を受けたことがその良い例証である 。

５． 自由貿易協定とカナダの農業 ・食品産業

　（１）連邦政府の予測

　ＦＴＡがヵナダの農業 ・食品産業に及ぽす影響を検討するのがこの節の課題

であるが，ＦＴＡの評価それ自体が鋭い政治的争点とな っているために，論者

の立場によっ て評価が大きく異なるのは避げられない。そこで，以下では連邦

政府，農業団体，食品加工業界の３つに分けてそれぞれの予測や議論を紹介す

ることにしよう 。

　連邦政府の立場は，政府発行のＦＴＡの部門別評価 ：■リースの　冊ｒ自由貿
　　　　　　　　　　　　　　　１８）
易協定と農業」にまとめられている。その特徴は，ＦＴＡのメリットを最大限

に強調していることである 。同書は，アメリカヘの農産物輸出の成長可能性が

大きいことを指摘するとともに，アメリカの保護主義的な対応によっ てカナダ

の農産物輸出が脅かされてきたことを事例をあげて述べている。そして ，

町Ａは幅広い輸出機会の確保に成功していると評価している 。

　輸出の伸ぴが見込まれているのは，穀物，油料種子，家畜，食肉及ぴ一部の

園芸作物である。品目別に言えば，穀物 ・油料種子部門では，ナタネ油 ・大豆

油・ 良質の小麦 ・オーツの輸出増加が見込まれている。ナタネ油にたいする関

税の段階的撤廃は輸出拡大をもたらし，西海岸からアメリカに輸出される農産

物に対する運賃補助金廃止を補って余りあるという 。家畜 ・食肉部門では，良

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１８）
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質の肥育牛，良質の牛肉 ・豚肉の輸出拡大が予想されている 。また，カナダの

フィードロットで飼育するためにアメリカから牛を輸入することが増えると考

えられている 。

　反対に，ＦＴＡの実施にともない調整や合理化が必要た部門は，ブドウ生産 ，

ワイン製造業，食肉加工業である 。とくに，カリフォル ニアワイソカミ安い価格

で入 ってくるのでブドウ生産者は打撃を受け，この報告書によっ てもオソタリ

オ州とブリティッシ ュ・ コロノビア州のブドウ生産者が構造調整に直面するで

あろうと述べている 。酪農と家禽 ・卵部門では，ＦＴＡは供給管理制度や輸入

数量制限に何ら影響を及ぽさないことが強調されているが，同時にこれらの原

料を使用する加工業者はアメリカ産の安い原料が入ってくるので利益を得ると

してし ・る
。

　そして同報告書は，ＦＴＡの紛争解決手続きと半年ことの協議によっ て， 北

米市場への参入が保証されることを強調している 。要するに，アメリカ市場の

開放はカナダの農業 ・食糧部門に成長と繁栄の機会を与えるというのがこの報

告書の結論であり ，一部の農産物と食品産業に若干の構造調整か必要てあると

はいえ，全体的 ・長期的な利益は短期的な コストを補って余りあると結んでい

る。

　（２）農業団体 ・農民運動の主張

　米加自由貿易協定に対するカナダの農業団体の見解は，品目によって大きな

違いがある 。ここでは，１９８７年１２月の協定本文発表後における各農業団体の

　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
ＦＴＡに対する態度を概観しておこう 。

　は っきりと協定支持の立場を取っているのは，肉牛と豚関係の団体である 。

例えは，アルハータ肉牛評議会（Ａ１ｂ・廿・
Ｃ・ｔｔ１・ Ｃ・ｍｍ１・・１０ｎ）は，アメリカヘの

輸出アクセスの改善と食肉輸入法の適用除外を歓迎している 。これにたいして

酪農 ・家禽 ・卵の生産者は，アメリカの安い乳製品 ・鶏肉の流入によっ てマー

ケティ１■ グボードの土台が切り崩されることを懸念している 。また，卵 ・家禽

にたいする輸入割当拡大の影響もあり ，価格形成 ・輸入管理計画への長期的な

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１９）
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影響について神経をとがらせている 。また，果実 ・野菜もＦＴＡの実施によっ

て大きな痛手を被る部門である 。

　微妙なのは穀物生産者団体の立場である 。ＦＴＡに支持を表明しているのは

ＵＧＧ（Ｕｍｔ・ｄ　Ｇ・ａｍ　Ｇ・・ｗ…）と西部カナタ小麦生産者協会（Ｗ・・ｔ・ｍ　Ｃ．ｎ．ｄ１．ｎ

Ｗｈ・ａｔ　Ｇ
・ｏｗｅ・・’Ａ・・ｏ・ｉ・ｔｉｏｎ）で，世界的に保護主義が強まりつつある中で隣国

の巨大な市場に参入する絶好の機会であること ，また食肉輸出の増加は飼料穀

物の需要を生み出すことがその理由である 。ＵＧＧ会長は，穀物部門は競争力

があるので自由貿易から利益を得る ，批判者は余りにも度量が小さいと述べて

し・ る。

　他方，懐疑論 ・慎重論の立場をとっ ているのは，サスカチ ュワン小麦プー ル，

平原諸州プー ル会杜（Ｐ・ａｉ・ｉｅ Ｐ００１・Ｉｎｃ・）である 。たとえば，サスカチ ュワン 小

麦プールは公式の態度表明をしなか ったか，８７年１１月の年次大会で代議員の過

半数がＦＴＡに反対した。ＦＴＡ本文の発表に対してサスカチ ュワノ 小麦プー

ル会長は，紛争処理機構が両国の法律を正しく適用することに限定されている

ことに不満を表明し（アメリカは法律を使ってカナダ製品を締め出すことができる）
，

またカナダ小麦ボードの権限に対する協定の長期的な影響を憂慮している
。

　こういう状況の中で，生産者団体の全国連合体であり ，最大の農業 ロヒーで

あるカナタ農業連盟（Ｃａｎａｄ１ａｎ　Ｆｅｄｅ・ａｔ１０ｎ　Ｏｆ　Ａｇ・１ｃｕｌｔｕ・ｅ
，ＣＦＡ）は統一見解を打

ち出すことができず品目ごとに判断を委ねるという立場を取 っている 。ＣＦＡ

会長は，農業生産者の恐れを緩和するような政府の行動を求めるが，政府に変

化がないときでも協定の非難はしないという「無党派的アプ ローチ」に立つと

表明している 。ＦＴＡをめぐる論争の中で調整能力を失 ったＣＦＡは賛成 ・反

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
対双方からの批判にさらされることにな った 。

　農業団体の中で，もっともＦＴＡに批判的な立場を主張しているのがナショ

ナルファーマーズユニオン（ＮＦＵ）である 。ＮＦＵは１９６９年にオンタリオ ・マ

ニトバ ・サスカチ ュワン ・ＢＣの農民組合が合同して結成したもので，現在は

約６５００の農場が加入しておりカナダの全農場に対する組織率は２％余りである
。

会員が多いのはサスカチ ュワソ 州で穀物生産者の比率が高い 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２０）



　　　　　　　　　　米加自由貿易協定とカナダ農業（松原）　　　　　　　　　２５１

　ＮＦＵは１９８８年１月の全国大会で協定反対の決議を採択している 。下院ＦＴＡ

特別委員会の公聴会におけるＮＦＵ会長の陳述によれぼ，反対の理由は第一に ，

協定の帰結は単なる貿易問題ではなく ，カナダがアメリカ経済に吸収されるこ

とになるからである 。つまり ，両国の巨大企業が大陸共通市場を土台として再

編を計ることがＦＴＡの究極の目的である 。第二に，協定が実施されれぼ，市

場価格の低下と農業所得の減少は避けられず，また，カナダ独自のマーケティ

ノグ機構や政策が破壌される 。かくして ，協定の結果は「農業の工業化」を促
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
進し ，農村 コミュニティの機構を脅かすことであるとＮＦＵは主張している 。

　（３）食品加工業界の立場

　以上が農業団体の見解のあらましであるが，後の議論との関わりで食品加工

業界の立場についても述べておこう 。８８年１～２月に行われた米加両国の食品産

業経営者を対象とする調査によれは，回答者の大半かＦＴＡを支持している 。

ヵナダ側経営者のうちで，ＦＴＡから自分の会杜が利益を得るとするのが５５％ ，

変化なしが２６％，痛手をこうむると回答したのは１７％であ った。アメリカの経

営者のうぢ利益があるは６５％，影響なしは１８％，損失があるは８％であ った 。

協定実施後の対応としては，カナタの経営者は垂直的統合の推進，あるいはア

メリカの競争相手に対抗して企業の拡張を進めると答えている 。アメリカの経

営者は，直接投資または買収によっ てカナダヘの経営拡大を計画している企業
　　２２）
が多い 。

　カナダの食品加工業界では，ポテト生産 ・加工の最大手マッケイン杜のよう

にＦＴＡ反対を唱えてきた経営者もいるが，その理由は安いアメリヵ産原料

（とくに牛乳 ・家禽 ・卵）を使 った加工食品の流入に太刀打ちできないからであ

る。 したが って ，ＦＴＡが実施されれぼ，ヵナダの食品加工業界はマーヶティ

ング ・ボードによっ て供給される農産物原料の価格引き下げを求めることにな
２３）

る。 こうした食品加工業界からの圧力も ，ＦＴＡの影響を考える上で重要な要

素である 。

（６２１）
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６． 結びに代えて一ＦＴＡとカナタ農業の将来

　これまで，連邦政府，農業団体，食品加工業界それぞれのＦＴＡに対する見

解を概観してきた。そこで，以下では小論全体のまとめとして，ＦＴＡをめぐ

る論争の中で明らかにな った論点を整理して，カナダの農業 ・農政への今後の

影響について私見を述べたい 。

　（１）ＦＴＡと農業構造調整

　まず言えるのは，ヵナダ農業に対するＦＴＡの影響は一律ではありえないと

いうことである。これは，２つの側面から捉えることができる。第一に ，

ＦＴＡの実施がカナタの農業経営の合理化 ・効率化を促し，中小規模層を淘汰

して農民層分解を押し進める側面である 。シ ュミッツとカーター によれば，自

由貿易体制のもとでは，カナタの卵 ・フロイラー 生産者は経営を大規模化して

効率を高めないと ，アメリカからの輸入が大幅に増加して ，カナタの生産規模

はかなり縮小するであろうと述べている 。「大きなアメリカ市場では規模の経

済を利用する機会がある。例えば，カリフォル ニアでは産卵鶏を２００万羽以上

飼っ ている経営がいくつかある 。こうした経営にとっ てカナダの需要向けに生

産を増やすことは比較的容易であろう 。…・ カナダ側は競争するためにその経

営規模をかなり拡大しないといけないだろう 。アメリカと競争するためにそう

すれば，結局生産者数の減少で終わるしかないであろう 。」酪農生産者も基本

的に同じ状況におかれている 。シ ュミッツとカーター は自由貿易のメリットを

強調する立場から ，長期的にみてカナダの家禽 ・卵 ・酪農部門はアメリカと競
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
争できる程度に合理化されると考えている 。

　これと関連して食品加工業における集中 ・合併への動きも急ピ ッチとなろう 。

そのさいの特徴は，食品加工業の集中化がアメリカ資本の一層のカナダ進出と

絡み合っていることである 。一例をあげれぱ，８８年に多国籍アグリビジネス ・

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２２）
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カー ギル杜はアルバータ州南部にアメリカ市場向けの食肉工場を建設すること
　　　　　　２５）
を発表している 。こうした食品加工業での集中 ・合併への動きが，農業生産者

に対するコスト引き下げ要求としてはね返 ってくることは必至であり ，今後の

動向が注目される 。

　第二の側面は，品目間の不均等発展を激化させることてある 。家畜 ・牛肉 ・

豚肉のような対米競争力の強い品目の生産は伸びることが予想されるが，果

実・ 野菜なとの競争力の弱い部門は生産の縮小を余儀なくされるだろう 。つま

り， ＦＴＡは比較優位部門への農業生産の特化を促す役割を果たす。こうした

品目間の不均等発展は，地域間の不均等発展と絡み合 っており ，州間の流通規

制緩和とあいまっ て農業生産の地域的特化が進むであろう 。そして ，果実 ・野

菜とい った比較劣位部門の産地では，他の作物への転換などの対応を迫られる

ことになる 。

　（２）マーケティング ・ボード，供給管理への影響

　カナダの農業 システムの特徴である供給管理とマーケティング ・ポードにつ

いては，すでに３節でみたように基本的に現状を維持することが合意されてい

る。 供給管理と表裏一体とな っている輸入数量制限についても ，家禽 ・卵の輸

入割当増加を認めたとはいえ，数量制限そのものは維持することにな った。そ

の限りではＦＴＡの実施にともな って ，現行の供給管理システム やマーヶティ

ソグ ・ポードに直ちに大きな変化が起きるとは考えにくい。しかし ，今後様 々

な影響が出てくることは避げられない 。

　第一に，食品加工業からの原料価格引き下げ要求である 。アメリカの安い原

料を使用した加工食品の輸入増にともない，食品加工業界はマーケティング ・

ボードに農産物価格の引き下げを求めている 。Ｊ ・ワーノックによれぼ，「加

工食品の関税が下げられるにつれて ，農業生産者は食品産業への販売にたいす

る支配力を失い，そして安いアメリカ製品がカナダに流入するのでマーケティ

１／グ ・ボードが価格設定力を失うのは避けられない」という 。彼はＦＴＡを批

判する立場から ，ボードによる所得支持が危うくなりカナダの農村杜会の活力

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２３）
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が損なわれること ，供給管理制度が実質的に切り崩され生産者が市場の圧力に
　　　　　　　　　　　　　２６）
さらされることを指摘している 。

　第二に，全国的マーケティング ・ボード（鶏肉 ・七面鳥 ・卵）の中で，市場 シ

ェアと出荷割当をめぐっ て州間の対立が激化することである。すでに，昨年全

国チキンマーケティング機構で，Ｂ　Ｃ州が生産制限を公然と無視する決定を行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）っており ，全国機構として機能しなくなることが憂慮されている。こうした問

題をどう裁いて行くか，マーケティング ・ボードの対応が注目されるところで

ある 。

　第二に，ヵナタ小麦ホートにも影響が少なくない。すでに協定実施に先立ち

８８年７月末をもって ，国内向け小麦に対する二重価格制が廃止された。これは ，

国内の製粉 ・加工業者向げの小麦価格を輸出価格より高い水準で支持する制度

であり ，製粉 ・加工業者からその廃止が要求されていたものであるが，ｒＴＡ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）の締結を機に連邦政府がその廃止を決定したのである。また，協定では米加両

国の価格支持水準が同じになれば，アメリカ産穀物の輸入にさいして小麦ボー

ドの輸入許可を廃止することを取り決めている（３節参照）。 これも小麦ポード

の権限に変更を加えるものである 。

　以上の点からみて，マーケティング ・ポードがその運営上，重大な岐路に立

たされていることは明らかである 。カナダ食料品製造協会会長のＧ ・フライシ

ュマンは「マーケティング ・ボードは廃止よりもむしろ改革されるだろう」と
　　　　　

２ｇ）

述べているが，運営の「改革」を通じて制度そのものの空洞化につながる恐れ

はないのだろうか。これらの点は今後のカナダ農業及び農政の行方を占う上で

のポイントである 。

　（３）貿易紛争の処理とカノト交渉

　今回のＦＴＡ交渉では，米加間の懸案事項の処理を先送りして ，協定をまと

めることを優先する姿勢が随所にみられた。その結果残された問題は，米加間

交渉の第ニラウソドか，あるいはガ ット交渉の場で決着が図られることになる 。

これらの積み残された課題をここでは三点指摘したい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２４）



　　　　　　　　　　米加自由貿易協定とカナダ農業（松原）　　　　　　　　　２５５

　第一は，家畜 ・食肉に典型的にみられる米加間の貿易紛争，とりわげ相殺関

税と反ダンピング税の処理である 。ＦＴＡは相殺関税を容認する内容にな って

おり ，アメリカヘの農産物輸出アクセスを保証するものではない。それは，協

定発効後も豚肉輸出をめぐる紛争解決のめどが立っていないことに現れている 。

新設された」国間ハ不ルヘの提訴も含めて連邦政府の対応か庄目されるところ

である 。

　第二は，農産物の検査 ・衛生基準をめぐる問題である 。ＦＴＡでは基準の

「同一化」を図ることを取り決めたが，その具体化は今後の交渉にかか ってい

る。 カナダ側では，両国間の力の不均衡や，レーガノ政権期の規制緩和によっ

てカナダの基準がアメリカより厳しい場合が多いことから ，基準の「同一化」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
は結局アメリカの基準の採用になるのではないかと懸念されている 。

　第三に，ガ ットウルグァイラウンドでの農産物交渉との関連である 。ＦＴＡ

は， ダソピソグや補助金についての共通の基準作りや，あるいは生産調整（供

給管理）の対象とな っている品目の取り扱いを先送りしており ，カ ヅトての多

国間交渉の成行きに委ねた形にな っている 。カソト交渉ての焦点の一つは１１条

の生産調整品目での輸入数量制限であり ，アメリカとケアノズ ・グループ（カ

ナダを除く）は，１１条を廃止して ，現行の輸入制限を関税化した上で段階的に

肖１１減することを主張している 。カナダ政府はケアソズ ・グループの一員として

輸入障壁の関税化とその削減を主張しつつも ，供給管理計画に関わる輸入制限

についてはその適用を拒んでおり ，１１条問題ではケアソズ ・グループの中で孤

　　　　３１）
立している 。もしガ ット１１条が廃止あるいは大幅に修正されれぼ，輸入数量制

限の撤廃は必至となり ，カナタの供給管理制度はその存立基盤を根底から揺さ

ぶられることになる 。今後のガ ット交渉の成行き次第では，カナダ農業と農政

にきわめて大きな変化を引き起こす可能性をはらみながらＦＴＡは出発したの

である 。

　農産物に関する限り ，ＦＴＡは米加間交渉の終着駅ではなく第一ラゥノトに

すぎない。先送りされた課題か米加間交渉の第ニラウ■トやカヅト交渉でとう

処理されるのか，また米加双方の農業生産者と食品加工業界の意向かこれらの

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２５）
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交渉にどう反映されるのか，今後の動きに注目していきたい 。

１）ＦＴＡに関する邦語文献としては，次のようなものがある 。

　　武藤正光「米 ・加自由貿易協定について」『貿易と関税』１９８８年３月
。

　　飯沢英昭「なぜ，いま米加自由貿易協定なのか一米議会の保護主義台頭への不

　安一」『エコノミスト』１９８８年４月１２目
。

　　鎌田眞一「米加自由貿易協定に見る米国の戦略一日米自由貿易圏構想の行方

　一」『世界経済評論』１９８８年６月
。

　　白川一郎編著『米加自由貿易協定 ・Ｅ　Ｃ統合をみる一自由貿易と保護主義 ・地

　域主義一』１章及び９章，東洋経済新報杜，１９８９年３月
。

　　岩崎美紀子「米加自由貿易協定の先駆性一自由貿易の新しいルール確立へ一」

　『Ｅ　Ｓ　Ｐ』１９８９年５月
。

　　岩崎美紀子「米加自由貿易協定にみる政治的意味」『一橋論叢』第１０２巻第２号
，

　１９８９年８月
。

　　岩崎美紀子「加米自由貿易協定一公正貿易の追求と国家主権の問題一」ｒカナ

　ダ研究年報』第９号，１９８９年９月
。

２）アメリカ政府のＦＴＡ評価については，『アメリカ経済白書１９８８』経済 セミ

　ナー 増刊（１９８８年６月），日本評論杜，ＰＰ．１９５～２０４にくわしい
。

３、　この協定は南北戦争中の英米対立のあおりを受けて ，１８６６年アメリカから協定

　を廃棄した。（Ｃａｎａｄａ　Ｄｅｐａｉｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｅｘｔｅｍａ１Ａｆｆａｌｒｓ，Ｔｈｅ　Ｃａｎａｄａ－Ｕ　Ｓ　Ｆｒｅｅ

　Ｔｒａｄｅ　Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ　Ｓｙｎｏｐｓｌｓ，１９８７１２１０，ｐｐ２－４）

４）　　Ｉｂｉｄ
．， ＰＰ

．２－４

５）参考までに，ＦＴＡ調印直前（１９８７年１２月）のカナダ国民の意識調査結果を紹

　介しておこう 。カナダとアメリカとの自由貿易に対して支持が５７％，不支持が

　３２％であ った。ところか，両国間で合意された協定に対しては賛成か４０％，反対

　が３９％と並んでいる 。地域別にみると ，ケベックと大西洋岸で賛成が多く ，オン

　タリオでは反対が多い，また西部は全体の数字に近いという特徴が窺える
　（Ｄｍｃａｎ　Ｃａｍｅｒｏｎ（ｅｄ），Ｔｈｅ　Ｆｒｅｅ　Ｔｒａｄｅ　Ｄｅａ１．１９８８，Ｊａｍｅｓ　Ｌｏｒｍｅｒ　ｐ２５２）。

６）本項でのＦＴＡ内容の説明は，特に注記のない限り次の文献による 。

　　Ｃａｎａｄａ　Ｄｅｐａれｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｅｘｔｅｍａ１Ａ伍ａ１ｒｓ，Ｔｈｅ　Ｃａｎａｄａ－Ｕ　Ｓ　Ｆｒｅｅ　Ｔｒａｄ
ｅ

　Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ　Ｓｙｎｏｐｓ１ｓ（Ｄｅｃ１９８７）

７）武藤前掲論文２４ぺ 一ジ 。

８）　Ｎｏｒｍａｎ　Ｒａｓ
ｋ　ａｎｄ　Ｇｅｒａ１ｄ　Ｆ　Ｏ耐ｍａｍ，” Ｃａｎａｄａ／Ｕ　Ｓ　Ｃｏｓｔ　Ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅｎｅｓｓ

　ｍ　Ａｇｒ１ｃｕ１ｔｕｒａ１Ｃｏｍｍｏｄ１ｔ１ｅｓ” ｍ　Ｄａｖ１ｄ　Ｌ　Ｍｃｋｅｅ（ｅｄ），Ｃａｎａｄ１ａｎ－Ａｍｅｒ１ｃａｎ

　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｒｅ１ａｔ１ｏｎｓ　Ｐｒａｅｇｅｒ　ＮＹ（１９８８），ｐ２５

ｇ）Ｃａｎａｄａ　Ｄｅｐａ血ｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｅｘｔｅｍａ１Ａｆｆａ１ｒｓ，ｏｐ　ｃ１ｔ ，ｐ５１

　　　　　　　　　　　　　　　（６２６）
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　　　　　　　　　　　　　　　米加自由貿易協定とカナダ農業（松原）　　　　　　　　　２５７

　　Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒ，Ｍａｒｃｈ２３．１９８９

　　Ｃａｎａｄａ－Ｕ　Ｓ　Ｆｒｅｅ　Ｔｒａｄｅ　Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ，Ｃｈ７Ａｇｒ１ｃｕ１ｔｕｒｅ（Ｄｅｃ１９８７），ＰＰ７９～

１３４

　　Ｃａｎａｄａ　Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｅｘｔｅｍａ１Ａｆｆａ１ｒｓ，ｏｐ　ｃ１ｔ ，ｐｐ２６～２８

　　Ｊｏｈｎ　Ｗ．Ｗａｍｏｃ
ｋ，“Ａｇｒｉｃｕ１ｔｕｒｅ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｆｏｏｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ ”， ｉｎ　Ｄｕｎｃａｎ　Ｃ

ａｍｅｒｏｎ

（ｅｄ ．），Ｔｈｅ　Ｆｒｅｅ　Ｔｒａｄｅ　Ｄｅａ１，Ｊａｍｅｓ　Ｌｏｒｉｍｅｒ（１９８８）
，ｐ

．１６９

　　Ｒｏｙ　Ｋｅｎｎｅｄｙ　ａｎｄ　Ｍａ１ｃｏ１ｍ　Ｃｈ皿ｃｈｅｓ，Ｃａｎａｄａ’ｓ　Ａｇｒｌｃｕ１ｔｕｒａ１Ｓｙｓｔｅｍｓ

Ｆｏｕｒｔｈ　Ｅｄｉｔｉｏｎ，Ｃｈ．６Ｍａｒ
ｋｅｔｉｎｇ　Ｂ

ｏａｒ
ｄｓ　ｉｎ　Ｃａｎａｄｉａｎ　Ａｇｒｉｃｕ１ｔｕｒｅ（１９８１）

，ＰＰ
．６ ．１

～２６．の説明による 。

　　Ａｇｒｌｃｕ１ｔｕｒｅ　Ｃａｎａｄａ，Ｃａｎａｄａ ’ｓ　ｔｒａｄｅ　ｍ　ａｇｒ１ｃｕ１ｔｕｒａ１ｐｒｏｄｕｃｔｓ１９８５．１９８６ａｎｄ

１９８７（Ｊｕ１ｙ１９８８）
，ｐｐ．３１～３２

　　Ｋｅｌｔｈ　Ｄｒｙｄｅｎ，“Ａｍｅｒ１ｃａｎ　ｄｕｔｙ　ｏｎ　ｐｏｒｋ　ｒａ１ｓｅｓ　ｓｅｒ１ｏｕｓ１ｓｓｕｅ ’’

Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃ

ｅｒ，Ｍａｙ２５．１９８９

　　Ｒａｓ
ｋ　ａｎｄ　Ｏｒｔｍａｍ，ｏｐ　ｃｌｔ ，ｐｐ１９－２９

　　Ｉｂｉｄ

　　Ｔｈｅ　Ｃａｎａｄ
ａ－Ｕ　Ｓ　Ｆｒｅｅ　Ｔｒａｄｅ　Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ａｇｒ１ｃｕ１ｔｕｒｅ　Ａｎ　Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ

　　“Ｆａｍ　ｇｒｏｕｐｓ　ｈｏ１ｄ　ｔｈｅｉｒ　ｐｏｓｉｔｉｏｎｓ　ｏｎ　ｆｒｅｅ　ｔｒａｄｅ ’’

Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒ，Ｄｅｃ ．２４
．

１９８７ “Ｃａｎａｄ１ａｎ　ｆａｍ　ｇｒｏｕｐｓ　ｓｐ１１ｔ　ｏｎ　ｆｒｅｅ　ｔｒａｄｅ　ｄｅｂａｔｅ ”，
Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒ

，

Ｆｅｂ ．４ ．１９８８

　　連邦政府はＣＦＡは余りにも硬直的であると述べ，他方，ある自由党上院議員

はＣＦＡをｒ爪を抜かれた小猫ちゃん」と呼んだ。（Ｂａｒｒｙ　Ｗｉ１ｓｏｎ，“ＣＦＡ　ｓｔｕｃｋ

ｉｎ　ｍｉｄｄｌｅ　ｏｆ　ｆｒｅｅ　ｔｒａｄ
ｅ　ｄｅｂａｔｅ ”，

Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒ，Ａｕｇ
．１８．１９８８ ．）

　　
‘‘

ＮＦＵ　ｕｒｇｅｓ　Ｆｒｅｅ　Ｔｒａｄｅ　Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ　ｂｅ　ｓｃｒａｐｐｅｄ
’’

Ｕｎｉｏｎ　Ｆａｒｍｅｒ，Ａｕｇｕｓｔ

１９８８

　　アソガス ・ライド杜の調査による 。対象は農業 ・食品業界の経営者１２５人で
，

うちアメリカが７１人，カナダが５４人であ った（Ａｄｒｉａｎ Ｅｗｉｎｓ，“Ｆｒｅｅ　ｔｒａｄｅ　ｗｅ１－

ｃｏｍｅｄ　ｂｙ　ｔｈｅ　ｆｏｏｄ　ｉｎｄｕｓｔｒｙ ”，
Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒ，Ｊｕｎｅ９．１９８８）。

　　Ｂａｒｒｙ　Ｗｌｌｓｏｎ，‘‘ Ａ　ｆｒｅｅ　ｔｒａｄｅ　ｄｅａｄ１ｍｅ１ｓ　ｃａｔｃｈｍｇ　ｕｐ　ｔｏ　ｇｏｖ ’ｔ”
Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏ

ｄｕｃｅｒ，Ｍａｙ２５．１９８９

　　Ａ．Ｓｃｈｍｉｔｚ　ａｎｄ　Ｃ．Ｃａｒｔｅｒ，“Ａ　Ｓｅｃｔｏｒａ１Ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅ： Ａｇｒｉｃｕ１ｔｕｒｅ ”， ｉｎ　Ｒ．Ｍ

Ｓｔｅｍ，Ｐ　Ｈ　Ｔｒｅｚ１ｓｅ　ａｎｄ　ＪＷｈａ１１ｙ（ｅｄ），Ｐｅｒｓｐｅｃｔｌｖｅｓ　ｏｎ　ａ　Ｕ　Ｓ －Ｃａｎａｄ１ａｎ　Ｆ
ｒｅｅ

Ｔｒａｄｅ　Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ（Ｊｕｎｅ１９８７）
，ＰＰ．２５４－２５５

“Ｃａｎａｄｌａｎ　ｆａｍ　ｇｒｏｕｐｓ　ｓｐ１１ｔ　ｏｎ　ｆｒｅｅ　ｔｒａｄｅ　ｄｅｂａｔｅ ”，
Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒ，Ｆｅｂ４

．

１９８８

Ｗａｍｏｃ ｋ，

ｏｐ
．ｃｉｔ

．，

ｐ， １７３

Ｂａｒｒｙ　Ｗ１１ｓｏｎ，“Ａｒｅ　ｍａｒｋｅｔｍｇ　ｂｏａｒｄ　ａｔ　ｒ１ｓｋ？” Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒ，Ａｕｇ１８
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２７）



２５８　　　　　　　　　　立命館経済学（第３８巻 ・第４ ・５号）

　　１９８８

２８）ＢａｒｒｙＷ１１ｓｏｎ，“Ｔｗｏ　ｐｒ１ｃｅ　ｗｈｅａｔ１ｓ 丘ｍｓｈｅｄ”， Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒ，Ｊｍｅ９．１９８８

　２９）フライシ ュマソは，１９８８年８月の上院委員会でこう述べている 。「供給管理が

　　存続する限り ，食品加工業は安い家禽と卵を原料とするアメリカ製品の輸入と競

　　争することはできない。もし自由貿易協定が実施されれぱ，マーケティング ・

　　ボードは農産物を加工業者により安い価格で供給するように調整しなけれぱなら

　　ないだろう 。」（Ｂａｒｒｙ　Ｗ１１ｓｏｎ，“Ａｒｅ　ｍａｒｋｅｔｍｇ　ｂｏａｒｄ　ａｔｒ１ｓｋ？
’’

Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃ

　　 ｅｒ，Ａｕｇ
．１８．１９８８）

３０）ＪＷａｍｏｃ
ｋ， Ｆｒｅｅ　Ｔｒａｄｅ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｎｅｗ　Ｒ１ｇｈｔ　Ａｇｅｎｄａ，Ｎｅｗ　Ｓｔａｒ　Ｂｏｏｋｓ（１９８８）

，

　　Ｐ．２１０

３１）Ｂａｒｒｙ　Ｗ１１ｓｏｎ，“Ｃａｎａｄａ　ｆｅｅｌｓ　ｎａｋｅｄ　ａｔ　ＧＡｎ
”，

Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒ，Ｄｅｃ７
．

　　１９８９

（６２８）


